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平成２４年度千歳市各会計予算大綱 

 

 

平成２４年度千歳市各会計予算案を提出するに当たり、その大綱につきまして御説明申

し上げます。 

平成２４年度の我が国の経済については、「経済見通しと経済財政運営の基本的態度

（平成２４年１月２４日閣議決定）」において、本格的な復興施策の集中的な推進によっ

て着実な需要の発現と雇用の創出が国内需要の成長を主導し、世界経済については欧州政

府債務危機を主因とする世界の金融市場の動揺が各国政府等の協調した政策努力によって

安定化することを前提に、主要国経済は減速から持ち直しに転じていくと期待されること

から、景気は緩やかに回復していくと見込まれております。また、消費者物価は需要と供

給力の差が縮小することなどで０．１％程度の上昇率になると見込まれ、失業率は雇用者

数の増加から改善するとみられており、平成２４年度の国内総生産の実質成長率は２．

２％程度、名目成長率は２．０％程度と実質、名目ともプラスに転じると見込まれており

ます。 

このような中、平成２４年度の地方財政計画は、通常収支分と東日本大震災分を区分

して整理することとし、通常収支分については、極めて厳しい地方財政の現状及び現下の

経済情勢等を踏まえ、歳出面においては、経費全般について徹底した節減合理化に努める

一方、社会保障関係費の増加を適切に反映した計上を行うとともに、地域経済の基盤強化

等のため、地域が実施する緊急事業に対応するために必要な経費を計上するほか、歳入面

においては、「財政運営戦略」（平成２２年６月２２日閣議決定）に基づき定める「中期

財政フレーム（平成２４年度～平成２６年度）」（平成２３年８月１２日閣議決定）に沿

って、交付団体始め地方の安定的な財政運営に必要となる地方の一般財源総額は、平成２

３年度地方財政計画と実質的に同水準となるよう確保することを基本として、引き続き生

ずることとなった大幅な財源不足については、地方財政の運営上支障が生じないよう適切

な補填措置を講じることとして策定され、その規模は８１兆８，６４７億円、対前年度比

では０．８％の減となったところであります。 

 

平成２４年度予算は、こうした地方財政計画や景気の動向、国・地方を通じた厳しい財

政状況を十分踏まえ、「財政標準化計画」の目標達成を基本に、「第６期総合計画」を着

実に推進するとともに、「活力」と「安心」の２つを柱に「市民協働により、住みよい、

発展がつづく都市づくり」のため、市民要望や現下の厳しい雇用・景気情勢に配慮しつつ、

限られた財源の中で編成を行ったところであります。 

その結果予算規模は、 

一 般 会 計 ４２１億２，７４８万９千円

特別会計（６会計） １３２億  ９２２万７千円

合 計 ５５３億３，６７１万６千円
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となっております。 

一般会計では、前年度６月補正予算後の予算（以下「前年度」という。）に比べ、１

３億６，９４５万７千円、３．１％の減となっております。 

歳入につきましては、一般財源で２４５億８，７１４万円となり、前年度に比べ４億

９７１万２千円、１．７％の増となっております。 

この内容は、市税では、評価替えによる固定資産税などの減により７，９００万円、

０．６％の減、地方特例交付金で児童手当及び子ども手当特例交付金などの減により１億

１，２００万円、５８．９％の減となっているものの、地方交付税で２億３，０００万円、

５．９％の増、国庫支出金で社会資本整備総合交付金などの増により１億５，３１２万７

千円、１１．２％の増、繰入金で減債基金繰入金の増により７，３０９万１千円、１１．

３％の増、市債で臨時財政対策債の増により１億９，０００万円、１１．９％の増となっ

ております 

特定財源では、１７５億４，０３４万９千円となり、１７億７，９１６万９千円、９．

２％の減となっております。 

この内容は、国庫支出金では、子ども手当給付事業費、破砕処理施設整備事業費、勇

舞中学校建設事業費などの減により９億８，３３８万５千円、１９．３％の減、繰入金で

公共施設整備基金繰入金などの減により１億３，７８３万７千円、４６．３％の減、諸収

入で土地開発公社貸付金元利収入の減などにより３億７，８２５万９千円、４．３％の減、

市債では建設事業債の減により２億４，６８０万円、１１．９％の減となっております。 

次に歳出でありますが、経常費では、２６７億６，７４６万円となり、前年度に比べ

１億２，６４４万５千円、０．５％の増となっております。 

これは、私立保育所運営支援事業費、自立支援給付事業費、生活保護事業費、後期高

齢者医療費管理運営事業費、幼稚園教育振興事業費などが増となったことなどによるもの

であります。 

また、投資的経費を除く臨時費では、１１２億８，２２８万２千円となり、３億７，

６５７万円、３．２％の減となっております。 

これは、起債償還金元金で増となったものの、緊急雇用創出推進事業費、土地開発公

社貸付金、工業等振興条例補助金の減、千歳市長選挙などの選挙執行経費が皆減となった

ことなどによるものであります。 

投資的経費では、４０億７，７７４万７千円となり、１１億１，９３３万２千円、２

１．５％の減となっております。 

これは、（仮称）花園地区コミュニティセンター整備事業費、公営住宅建替事業費、

コミュニティセンター施設整備事業費などで増となったものの、勇舞中学校建設事業費、

市道整備事業費の減、破砕処理施設整備事業費、Ｃ経路整備事業費の皆減などが主な要因

であります。 

以下、計上いたしました主な予算につきまして、「第６期総合計画」に掲げた６つの

まちづくりの基本目標、行政経営の基本目標に沿って御説明申し上げます。 
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はじめに『あったかみのある地域福祉のまち』の予算であります。 

世代や性別、障がいなどにかかわらず、すべての市民が主役となり、地域でお互いに

支え合いながら、心の豊かさやゆとりある生活が実現でき、安心して暮らし続けられる、

あったかみのあるまちづくりを進めるため、 

地域福祉推進事業費 ２０５万３千円

民生委員関係業務経費 ２，３００万９千円

千歳市社会福祉協議会支援事業費 ８，２６６万６千円

東日本大震災避難者生活支援金支給事業費 １００万円

などを計上しております。 

 

市民一人ひとりが主役となった健康づくりや疾病予防対策を進めるとともに、地域の

医療水準の向上を図りながら、医療体制を充実するため、 

市民健康診査事業費 ６，５１４万５千円

がん検診推進事業費 ２，３６８万３千円

予防接種推進事業費 ８，５８２万５千円

麻しん風しん予防接種推進事業費 １，７２３万２千円

子宮頸がんワクチン接種緊急促進事業費 ３，３１４万９千円

ヒブ・肺炎球菌ワクチン接種緊急促進事業費 ５，１１５万３千円

妊婦乳幼児委託健康診査事業費 ８，７７３万９千円

新生児訪問（こんにちは赤ちゃん）事業費 １１３万８千円

健康相談・教育事業費 ２４５万円

医療体制整備事業費 １億２，４１５万６千円

病院事業繰出金 ９億６，０３７万２千円

などを計上しております。 

 

高齢者や障がい者が安全に安心して自立した生活を送ることができる地域づくりを進

めるとともに、未来を担う子どもたちの健全な育成を図り、安心して子どもを生み育てる

ことができるように地域全体で子育てを支援するため、 

高齢者・障害者福祉サービス利用券助成事業費 ８，０４７万６千円

敬老祝金贈呈事業費 １，６０２万６千円

介護保険特別会計繰出金 ５億７，３２４万８千円

自立支援給付事業費 １２億５，９４８万６千円

地域生活支援事業費 １億２，６６２万６千円

障がい者就労支援事業費 ８７０万２千円

子どものための手当給付事業費 １１億６，７２９万６千円

乳幼児紙おむつ用ごみ袋支給事業費 ２９７万６千円

子ども医療費助成事業費 ２億１，８６２万６千円
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障害児保育事業費 ５，４９８万円

休日保育事業費 ４８３万８千円

へき地保育事業費 ４，５２９万７千円

学童クラブ事業費 ５，３４４万円

（仮称）鉄南地区子育て総合支援センター整備事業費 ５８５万７千円

ファミリーサポートセンター運営事業費 ８４２万１千円

病児病後児保育事業費 ６１０万１千円

市立保育所民営化推進事業費 ２００万円

母子家庭自立支援給付金事業費 １，２８５万２千円

などを計上しております。 

 

市民が安心し快適な日常生活を送れるよう市民生活の安定を図るとともに、だれもが

住み良さを実感し、支え合うコミュニティづくりに取り組むため、 

生活保護事業費 ２３億７，３０４万円

国民健康保険特別会計繰出金 ９億１，１８８万６千円

後期高齢者医療費管理運営事業費 ７億１，４７７万円

消費者保護事業費 ３６９万円

市民相談事業費 １４６万７千円

町内会館整備事業費 １，５００万円

町内会等備品整備事業費 ２，３２６万４千円

コミュニティセンター施設整備事業費 ２億１，４１１万８千円

（仮称）花園地区コミュニティセンター整備事業費 ３億８，３９０万円

集会所改修事業費 １，５００万円

などを計上しております。 

 

男女が性別にかかわらず、互いにその人権を尊重しつつ責任も分かち合う男女共同参

画社会を実現するため、 

男女共同参画推進事業費 ６５万３千円

などを計上しております。 

 

次に、『人と地球にやさしい環境のまち』の予算であります。 

地球温暖化防止に向けて、環境に配慮した行動の啓発を進めながら、環境学習の推進

とともに、地球環境の保全と低炭素社会の形成を図るため、 

環境教育推進事業費 ４５万６千円

温室効果ガス排出削減推進事業費 ９３万７千円

エコチャレンジ補助事業費 ２０１万円

エコアクション推進事業費 ７８万６千円
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などを計上しております。 

 

資源の消費抑制・有効活用による環境への負荷低減や環境保全を進める循環型社会の

形成を目指し、 

資源回収事業費 ６，４６５万９千円

家庭ごみ有料事業費 ４，４９９万１千円

ごみ減量・リサイクル化啓発事業費 ２２８万５千円

焼却処理施設外壁改修事業費 ６９４万１千円

などを計上しております。 

 

市民の快適な暮らしを支えるため、豊かな自然環境の保全と環境汚染等の未然防止に

努め、生活環境の向上を図るため、 

内別川流域環境保全事業費 ８５４万７千円

環境保全測定機器整備事業費 ２，７１１万９千円

下水道事業繰出金 ９億９，９５２万１千円

などを計上しております。 

 

次に、『安全で安心して暮らせるまち』の予算であります。 

市民の生命及び財産を守るため、市民の防災意識の向上や防災訓練への参画を促すと

ともに、治水の推進など、あらゆる災害に対応できる総合的な防災対策の強化を図るため、 

自主防災組織育成事業費 ２５５万８千円

災害応急対策用品等整備事業費 ４１７万円

災害時要援護者支援対策推進事業費 ３０万８千円

防災ハンドブック作成事業費 ６７７万４千円

治水対策事業費 ６０万７千円

などを計上しております。 

 

地域における防犯や交通安全、子どもや要援護者の安全確保を図り、市民が安心して

暮らすことができる地域社会の実現を目指し、 

街路灯整備事業費 ８００万円

街路灯設置工事費交付事業費 ４０５万円

スクールゾーン整備事業費 ４４万円

防犯・交通安全市民活動促進事業費 １０４万７千円

などを計上しております。 

 

複雑多様化する各種災害への対応力を強化するため、消防・救急体制の充実を目指し、 

消防車両等更新事業費 ２，０３３万７千円
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消防救急デジタル無線整備事業費 １億７，９７６万５千円

消火栓更新事業費 ３９９万６千円

消防総合庁舎改修事業費 ６３３万円

などを計上しております。 

 

防衛施設や航空機の飛行、車両の走行等に起因する諸障害について、関係機関との調

整を図りながら、その改善に取り組むため、 

北千歳駐屯地急傾斜地対策受託事業費 １億３，９９０万円

在日米軍再編対策事業費 ５９２万５千円

基地周辺共同受信区域アンテナ設置助成事業費 ２，２８８万２千円

基地周辺共同受信施設設置事業費 ９，３３０万円

Ｃ経路緑地整備事業費 ３，７５５万円

などを計上しております。 

 

住環境の整備や安定的な水道供給の充実を図るとともに、快適で安全な冬季の生活・

交通環境を確保するため、 

公営住宅等長寿命化対策事業費 ７８０万５千円

公営住宅建替事業費（みどり団地） ８億１，１００万円

建築物耐震改修促進業務経費 １９９万２千円

プレミアムリフォーム券発行事業費 １，０１８万円

除排雪事業費 ３億８，３５６万８千円

除雪車両等購入事業費 ３，５１１万８千円

防雪柵整備事業費 ２，７００万円

水源開発事業費  ３，７９４万５千円

水道事業繰出金 １億２７４万４千円

などを計上しております。 

 

次に、『学びの意欲と豊かな心を育む教育文化のまち』の予算であります。 

社会の変化と個々のライフスタイルの多様化の中で、市民一人ひとりが時代に柔軟に

対応して、自ら課題を解決し、また、学んだ成果を地域で生かす生涯学習のまちづくりに

取り組むため、 

学校支援地域本部事業費 ９８万４千円

放課後子ども教室推進事業費 １９２万円

などを計上しております。 

 

子どもたちの豊かな心と生きる力を育むため、幼稚園、小中学校、高等学校など、

様々な段階における学校教育と生涯にわたる学習ニーズに応じた社会教育の充実を目指し、 



 - 7 -

幼稚園教育振興事業費 １億９，８６３万４千円

修学支援事業費 ６２４万円

北陽小学校仮設校舎整備事業費 ２，５７０万４千円

中学校パソコン教室用パーソナルコンピュータ整備事業費 １，７３８万８千円

小中学校耐震化改修事業費 １，１４０万円

勇舞中学校建設事業費 ２，４２０万円

特別支援教育体制推進事業費 ３，３９５万７千円

特別支援学級設置事業費 １，２９６万２千円

スクールカウンセラー配置事業費 ２５９万９千円

ミアーズ中学校交流事業費 １７９万６千円

道立特別支援学校施設改修事業費 １億１，９９７万２千円

給食センター施設整備事業費 １，２５６万４千円

生涯学習まちづくり推進講座開催事業費 ２４０万７千円

高齢者学級開催事業費 ２１２万３千円

などを計上しております。 

 

個性を生かした文化の創造やスポーツの振興、貴重な文化財の保護と活用、未来を担

う心豊かな青少年の育成を図るとともに、姉妹都市を始め国内外の様々な地域との交流を

促す環境づくりを進めるため、 

市民文化センター音響・照明設備等整備事業費 １９４万円

文化財普及啓発事業費 ２１５万７千円

スポーツセンターリニューアル事業費 １億３，０７０万円

青葉公園サッカー場スコアボード修繕経費 ９２万７千円

青少年健全育成事業費 １億５，７６１万２千円

姉妹都市交流事業費 ７３万１千円

国際交流事業費 ３８４万２千円

などを計上しております。 

 

次に、『活力ある産業拠点のまち』の予算であります。 

経営の安定化や担い手の育成・確保など農林業の振興を推進するとともに、千歳市特

有の水産資源の保護と増殖に取り組むため、 

経営安定化対策事業費 ２，４９６万８千円

農業振興資金貸付事業費 ８，０３３万８千円

グリーン･ツーリズム促進事業費 １４８万７千円

農業者戸別所得補償制度推進事業費 １，２３０万円

畜産環境整備助成事業費 ６７６万３千円

農地・水保全管理支払事業費 ６９１万９千円



 - 8 -

林業費 ７０３万１千円

ヒメマス保護振興事業費 １，４５０万円

支笏湖ヒメマスふ化場整備事業費 ２５万円

などを計上しております。 

 

千歳市が持つ、空港を核とした交通の利便性や立地条件の優位性等を生かし、商業の

振興や流通機能の充実とともに、企業誘致の推進、高度技術産業や新産業の集積を図るた

め、 

商業等活性化事業費 ５５０万８千円

商業振興支援事業費 １３９万５千円

企業誘致推進事業費 １，２９０万９千円

企業活動促進事業費 ８，６６２万１千円

企業誘致プロモーション事業費 ６５９万４千円

第４工業団地用地購入事業費 ２億円

などを計上しております。 

 

千歳市の特性や資源を生かしながら、多様化するニーズに対応できる観光の振興を進

めるとともに、だれもが健康で安心して働くことのできる就業の場の確保と雇用の安定に

取り組むため、 

観光ＰＲ事業費 ８５５万２千円

イベント支援事業費 １，０３９万６千円

支笏湖温泉開発事業費 ７，８９８万２千円

道の駅リニューアル事業費 １，３２２万円

緊急雇用創出推進事業費 ５，３３１万７千円

新卒者雇用特別対策推進事業費 １，２１０万３千円

シルバーワークプラザ屋上防水改修事業費 ２８３万円

などを計上しております。 

 

次に、『都市機能が充実したまち』の予算であります。 

長期的な視野に立ち、計画的な土地利用と魅力ある市街地の形成を推進するとともに、

まちのにぎわいを再生し、だれもが安全で快適な都市生活を営むことができるよう、安定

した地域社会の形成を目指し、コンパクトで成熟した都市づくりを進めるため、 

グリーンベルト活性化事業費 １億１００万円

千歳駅周辺交通バリアフリー地区整備事業費 ３，９５０万円

いずみ団地跡地売払経費 ２９４万２千円

などを計上しております。 
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空・陸の交通拠点機能に優れた千歳市の特性を生かし、新千歳空港や道路などの交通

機能の充実と公共交通の利便性の向上とともに、各種都市機能の充実を図るため、 

新千歳空港整備事業費 ５，０９０万円

市道整備事業費 ２億４，３００万円

道路舗装補修事業費 ４，０００万円

北新通整備事業費 ４，２５０万円

橋梁長寿命化対策事業費 １，０８０万円

バス路線確保対策補助事業費 ４，３７８万６千円

地域公共交通利用促進事業費 １１０万４千円

などを計上しております。 

 

緑地の保全と緑化の推進を図り、市民が緑と親しみ、ふれあう機会を確保するため、 

緑化推進事業費 ２，３３８万７千円

みどり台緑化重点地区整備事業費 １億４，７２０万円

市内公園整備事業費 ９，４１０万円

などを計上しております。 

 

次に、『市民協働による自主自立の行政経営』の予算であります。 

市民と行政が良きパートナーとしてそれぞれの特性や役割を理解し、対等の関係で市

民協働によるまちづくりを進めるため、 

市民協働推進事業費 ５９４万９千円

ひと・まちづくり助成事業費 ３８０万円

などを計上しております。 

 

地域経済や地域活動、コミュニティの形成に大きな役割を担っている自衛隊と共存し

発展していくことを目指すまちづくりを進めるため、 

自衛隊連絡調整業務経費 ５６万７千円

自衛隊体制維持・拡充要望活動事業費 ７４万４千円

などを計上しております。 

 

効率的、安定的な行財政運営や連携による広域行政を推進し、地域主権型社会に対応

できる自主自立のまちづくりを進めるため、 

市役所本庁舎改修事業費 ９，２１０万円

情報化推進事業費 ３，３８５万５千円

情報資産購入経費 ５７６万円

行政評価システム推進事業費 ７２万５千円

などを計上しております。 
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次に、「特別会計予算の概要」について御説明申し上げます。 

 

国民健康保険特別会計につきましては、総額で８６億４，２８７万８千円となり、前

年度に比べ１億８，７６７万５千円、２．２％の増となっております。 

歳入では、国民健康保険料で２，５４０万２千円、１．５％、定率負担率の変更など

により国庫支出金で２億５，７０９万９千円、１２．０％、共同事業交付金で１億３，５

６６万７千円、１１．６％、それぞれ減となっておりますが、療養給付費等交付金で６，

０５８万３千円、１３．５％、前期高齢者交付金で４億９，０６２万９千円、２８．０％、

道支出金で６，１７９万８千円、１７．５％、それぞれ増を見込んでおります。 

歳出では、被保険者数の増により保険給付費で７，４６６万３千円、１．３％、１人

あたり負担見込額の増により後期高齢者支援金等で９，９００万円、１１．３％、介護保

険納付金で３，５９１万２千円、９．８％、それぞれ増を見込んでおります。 

 

土地取得事業特別会計につきましては、総額で３，５３３万１千円となり、前年度に

比べ１７７万２千円、４．８％の減となっておりますが、これは財産収入の減による基金

積立金の減、公債費の減などによるものであります。 

 

公設地方卸売市場事業特別会計につきましては、総額で３，５７８万５千円となり、

前年度に比べ６７９万８千円、１６．０％の減となっておりますが、これは公債費の皆減

などによるものであります。 

 

霊園事業特別会計につきましては、総額で５，６６３万６千円となり、前年度に比べ

６，６８０万７千円、５４．１％の減となっておりますが、これは、末広霊園改修事業費

の皆減などによるものであります。 

 

介護保険特別会計につきましては、総額で３６億４，６４３万７千円となり、前年度

に比べ４億５，８６６万２千円、１４．４％の増となっております。 

歳入では、第５期介護保険事業計画期間での介護保険給付費の増に伴う基準保険料の

改定により保険料で７，９４０万８千円、１３．１％、介護保険給付費の増により、国庫

支出金で１億９０２万円、１６．０％、支払基金交付金で１億２，２７９万円、１３．

６％、道支出金で９，３６８万９千円、２１．０％、一般会計繰入金で５，８１８万５千

円、１１．３％、それぞれ増を見込んでおります。 

歳出では、介護・予防サービス費の増により介護保険費で４億６６５万２千円、１３．

７％の増などを見込んでおります。 

 

後期高齢者医療特別会計につきましては、総額で７億９，２１６万円となり、前年度
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に比べ６，９４２万９千円、９．６％の増となっております。 

歳入では、後期高齢者医療保険料で保険料賦課総額の増により４，１９５万３千円、

７．５％の増、一般会計繰入金で２，７４７万６千円、１７．３％の増を見込んでおりま

す。 

歳出では、後期高齢者医療広域連合納付金で７，４６７万９千円、１０．８％の増を

見込んでおります。 

 

以上で予算の大綱説明とさせていただきますが、よろしく御審議、御決定いただきま

すようお願い申し上げます。 


